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 山 梨 大 学  男 女 共 同 参 画 推 進 室  

 はじめに、風間ふたば男女共同参画推進室長から山梨大学男女共同参画の現状
について報告があり、続いて島田眞路山梨大学長より「男女共同参画の加速のた
めの山梨大学学長行動宣言」として、3つの基本方針の下、今後5年間の7つの行動
計画を発表しました。さらに、飯野奈津子NHK甲府放送局長を講師をお迎えし、特
別講演「地域も社会も大学も。大学人にできる「充実の環」の広げ方」と題し、
貴重な体験談を交えたご講演をいただきました。 

    平成27年9月30日（水）、男女共同参画推進室講演会にて 
 「男女共同参画の加速のための山梨大学学長行動宣言」を発表しました 
ご報告 

甲府キャンパス：情報メディア館５Ｆ多目的ホール 
医学部キャンパス： 附属図書館会議室 ※ＴＶ会議中継 プログラム 

 風間ふたば 男女共同参画推進室長 「山梨大学男女共同参画の現状」 
 
 島田 眞路 山梨大学長 「男女共同参画の加速のための山梨大学学長行動宣言」発表 
 
 飯野 奈津子 NHK甲府放送局長 特別講演「地域も社会も大学も。大学人にできる「充実の環」の広げ方」 

できた（職員）」、「山梨大学でもこの
ような動きがあるのは良いことだと思っ
た。一つの大学だけでもこのような動き
をしてくれていれば男女ともに働きやす
くなっていき、それによって社会（甲府
や大学内）に活気が生まれると感じた
（学生）」、「特別講演を通じて、自分
の将来についてきちんと向き合わなけれ
ばならないと感じた。どのような仕事に
就き、どのように生きていくのかをこれ
からの大学生活の中でしっかりと考えて
いきたい(学生)」といった感想が寄せら
れました。たくさんのご参加とご意見を
ありがとうございました。 

 本講演会には、学生・教職員あわせて200名を超える参加があり、講演後のアン
ケートでは「働くということ、共同の機会を与えるということの大切さが、熱意
あるお話から伝わってきた（教員）」、 「男女ともに仕事だけではなく、生活に
ついて考えていくことに評価の公平性、個人の尊重の大切さを強く感じることが 

宣言を発表する島田学長 

講演する飯野奈津子 NHK甲府放送局長 

 平成27年10月3日（土）、スキルアップセミナーとして「英語論文
の書き方セミナー」を開催しました。受講者からは、「基礎的なこと
から根拠も含めて説明があり、大変わかりやすかった（学部生）」、
「非常に具体的な例示が豊富で、投稿する際のことをイメージしなが
ら学習できた（大学院）」、「受動態と能動態の使い分けの方法がよ
くわかった。コロン、カンマ、セミコロン、括弧の使い方が良くわ
かった。非常に実践的な内容だった（教員）」などの意見が寄せられ、
大変有意義なセミナーとなったことが伺えました。 

講師：川上輪子氏（リンクサイエンス代表）                      
参加者：教職員・大学院生、学部生合わせて29名                    

「英語論文の書き方セミナー」を開催しました ご報告 



山梨大学 男女共同参画推進室 B1-213号室（事務室）  交流スペース（B1-214号室）の利用時間 9:00～17:00  
 TEL: 055-220-8350  FAX: 055-220-8351     E-mail: conohana@yamanashi.ac.jp 

ランチ会情報 

交流スペース（B1-214号室）で 
    テーマ別ランチ会を開催中♪ 

  2の付く日：介護情報交換！ 

  ５の付く日：子育て情報交換！ 

      ８の付く日：老若男女誰でもOK！ 

  ０の付く日：女子限定！ 

  毎週月曜日：デンパ☆梨甲局  
 （どなたでもご参加いただけます  
           別席での個人利用も可能です。） 

マークのない日にいらしていただいてもOKです♪ 

（但し打合せ等で対応できないことがあります） 
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 現在、日本の総人口（1億2,730万人，平成25年現在）
に対する65歳以上の割合は25.1%であり、平成72（2060）
年には39.9％に達し、2.5人に1人が65歳以上となるとの
予測があります。 
 そのような中で介護はとても重要な課題となっていま
す。家族の介護等を理由に離職・転職する方はなんと年
間10万人に達しているとのこと、また、図ｂからわかる
とおり、多くの女性が介護の担い手となっているという
現状があります。 
 介護は家庭だけで対応するには困難が生じる場合もあ
り、「介護うつ」も深刻な問題となっています。一人で
抱え込まず、周囲や地域、行政と協力することが必要で
す。  
 本学では、介護休業（6ヶ月を限度）、介護部分休業、 

介護 今回は について 

 内閣府男女共同参画局 男女共同参画白書 平成26年版より 

・内閣府「仕事」と「介護」両立ポータルサイト http://wwwa.cao.go.jp/wlb/ryouritsu/index.html 
・厚生労働省 働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト http://kokoro.mhlw.go.jp/worker/ 

 介護者の状況について 

1.（a.について）厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）より作成。 
2.（a.について）要介護者には、要支援者及び要介護度不詳を含む。 
3.（b.について）総務省「労働力調査（詳細集計）」より作成。 
4.（b.について）前職が非農林業雇用者で過去3年間の離職者。 
5.（b.について）平成23年の数値は、岩手県、宮城県及び福島県を除く。 
6.（b.について）「非労働力人口：その他」は、「非労働力人口」から「就業希望者」
を減じることにより算出している。 
 

特別休暇（有給休暇、職員介護休業等規程第３条に規定する要介護者の世話の場合で、一の年（１暦
年）において5日の範囲内の期間（要介護者が二人以上いる場合は10日））を設けています。 

（備考） 

★こんなサイトもあります★ 
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